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編集方針

　キッツグループは環境に対する活動を、お客様、お取引先様、株主様、
地域の皆様、従業員などのステークホルダーに対して報告することを
目的に2006年より環境報告書を発行しています。
　初回の発行より環境情報の開示範囲を国内のグループへ拡大すると
ともに社会性情報の開示を進めてきました。4回目となる今年は、グ
ループ各社の開発担当者を集めたダイアログを初めて開催し、報告書
の制作を通じてグループ間のコミュニケーションを図りました。
　また、今回からキッツグループの環境活動の考え方や中期計画の進
捗状況の情報を中心とした冊子版と、環境データなど幅広い情報を掲
載したウェブ版（http://www.kitz.co.jp/environment/index.html）
の2種類を制作して、媒体の特性を活かした報告を試みています。
　まだまだ発展途上ではありますが、皆様から信頼される企業を目指
し、社会に対する情報開示をしていきたいと考えています。

対象期間
　対象期間は2008年度（2008年4月1日～2009年3月31日）の実績
ですが、一部2008年度以降の情報も記載しています。

環境パフォーマンス情報の収集・報告の方針及び基準
　環境関連法規に準拠し、「キッツグループ環境理念」「キッツグループ
環境行動指針」「キッツグループ環境・安全衛生パフォーマンスデータ
算定ガイドライン」他環境関連社内規定に基づき記載しています。

参考にしたガイドライン
蘆環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」
蘆環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」

本文中マークの説明
Link  関連ページ先へのリンク

Web  ウェブサイト関連情報へのリンク（URL）

株式会社あらたサステナビリティ認証機構による「第三者保
証報告書」の対象となる記載事項。

発行
2009年9月

次回発行予定
2010年9月（毎年発行していく予定です）

環境情報については、独立した第三者機関による審査を
受け、左記マークが付与されました。
これは本報告書に記載された環境情報の信頼性に関し

て、有限責任中間法人サステナビリティ情報審査協会（J-SUS）の定める「環
境報告審査・登録マーク付与基準」を満たしていることを示します。
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 キッツグループについて 

企業理念

キッツ宣言
KITZ’ Statement of Corporate Mission

 キッツは、
 創造的かつ質の高い商品・サービスで
 企業価値の持続的な向上を目指し、
 ゆたかな社会づくりに貢献します。

To contribute to the global prosperity, 
KITZ is dedicated to continually enriching its corporate value 

by offering originality and quality
in all products and services.

行動指針
Action Guide

Do it  Way
	 ■Do it True （誠実・真実）
	 ■Do it Now	（スピード・タイムリー）
	 ■Do it New	（創造力・チャレンジ）

キッツ宣言の解説
　『キッツは、創造的かつ質の高い商品・サービスで企業価値の持続的な向上を目指し、ゆたかな社会づ
くりに貢献します。』－この企業理念を掲げ、キッツは企業価値の向上を目指してまいりました。
　キッツでは、「企業価値」とは中長期的な株主価値であると考えており、これを向上させていくためには、
お客様の信頼を得ることによって、利益ある成長を持続していかなければならないと考えています。
　そして、企業価値を向上させることにより、株主の皆様をはじめとして、お客様、社員、ビジネスパート
ナー、社会に対して様々な形で寄与し、ゆたかな社会づくりに貢献していきたいと考えています。
　キッツは、これらの思いを「キッツ宣言」に込め、グループの方向性を明確化することにより、さらなる
飛躍を目指しています。
　また、行動指針に関しては、コンプライアンスの重視と最高の品質を守る姿勢をより一層明確に打ち出
すため、行動指針のトップに「Do it True （誠実・真実）」を位置づけました。

KITZ’ Statement of Corporate Mission
特　　集

キッツグループ各社担当者によるダイアログ 
「水」で貢献するキッツグループの環境技術 ............7

✓

対象範囲
　（株）キッツ及び国内グループ会社10社を含んでいます。キッツ及びグループ会社につきましては、P.26をご覧ください。
報告書内での用語 事業所名 報告書対象範囲 報告書対象外 データ未集計
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キッツ ㈱キッツ 本社（千葉営業所を含む）、長坂工場、伊那工場 研修センター、営業��拠点 —

製造
グループ
会社

東洋バルヴ㈱ 茅野工場（本店） 本社、営業��拠点 —
㈱清水合金製作所 本社工場 営業�拠点 営業�拠点（札幌・青森）
㈱キッツエスシーティー 新田SC工場 本社、営業�拠点 —
三吉バルブ㈱ 川越工場 本社 —

㈱キッツマイクロフィルター 本社工場 —
東京営業所・工業フィルター営業所は
東洋バルヴ本社に含む
大阪営業所はキッツ大阪支社に含む

㈱キッツメタルワークス 本社工場（甲信営業所を含む） —

関東営業所はキッツ本社に含む
中部営業所はキッツ中部支社に含む
関西営業所はキッツ大阪支社に含む
京都ブラス工場

サービス
グループ
会社

㈱キッツエンジニアリングサービス 京浜、鹿島、名古屋、阪神、徳山 — —

㈱キッツウェルネス 綾瀬、藤沢、金沢文庫、幕張、平塚、稲毛海岸、北松戸、 
南柏、茅ヶ崎、公津の杜、流山おおたかの森、吉川、仙台 — 南古谷（0�年�月オープン）、水戸（0�年�月オープン）、

須玉（受託運営）、韮崎（受託運営）、根白石（受託運営）
㈱ホテル紅や ホテル、稀石の癒 — 東部湯の丸・諏訪湖サービスエリア内の売店・レストラン
㈱諏訪ガラス工房 諏訪ガラス工房 — —

海外
海外製造・販売拠点 — — 海外�拠点
海外仕入れ・販売拠点 — — 海外�拠点
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トップメッセージ

流体制御機器メーカーとして「ゆたかな社会づくり」に貢献するために
　キッツは����年の創業以来、水や石油、ガスなどの流体制御をコア技術として、グループの中核で
あるバルブ事業を中心に、幅広いフィールドに製品を提供してまいりました。そのフィールドは、上下
水道や給湯、空調などのライフライン向けから、石油やLNGなどの産業向けに及びます。生活・産業基
盤を支えているバルブには、非常に高い品質が求められます。国内外のお客様からの厳しいご要望に応
え続けた結果、「キッツブランド」の製品は高品質という高い評価をいただき、キッツは世界的なバルブ
メーカーとして成長を遂げております。
　�00�年�月の米国金融機関の破綻に端を発した世界同時不況によって、経営環境は大きく変わり、当
社業績も厳しい内容となりました。しかし、こうした状況だからこそ、長期的視点に立った環境マネジ
メントの展開、環境負荷の少ない生産活動への改善、環境配慮製品の開発を進めていかなくてはならな
いと考えております。

長期的展望に立った環境経営を展開
　キッツグループは、企業価値の持続的向上を目指し、�00�年�月に中期経営計画「新Target�0�0」を
策定し、その中でCSR戦略として、コンプライアンスの徹底や無災害工場の実現とともに、「グループ環
境経営の推進」を盛り込みました。特に人類共通の課題である地球環境保全への活動は、経営の重点課題
として認識し、全社で目標管理を展開し、長期的展望に立った環境経営を進めております。
　推進体制の面では、全社環境委員会が中心となって目標・方針を設定し、グループ全体を監査する体
制が構築されております。�00�年度に国内の生産拠点全ての事業所でISO��00�認証の取得が完了す
るなど、環境マネジメント体制の強化を図っております。今後は環境中期計画に沿って、海外生産拠点
におけるISO��00�の認証取得などを進め、国内と同様に、グローバルな管理体制の構築を目指してま
いります。

地球環境保全はキッツの重要な課題
　地球温暖化が刻一刻と進む中、国内外では温室効果ガスの排出抑制に向けて新たな削減目標が模索さ
れるなど、新たな局面を迎えつつあります。事業を通じて環境負荷をかけている産業界においても、企
業の責任としてこれまで以上の取り組みが求められていると認識しております。
　キッツグループでは製造工程において大量のエネルギーを消費し、二酸化炭素を排出しているため、
生産の効率化による環境負荷の少ないエコファクトリーに向けて改善を進めております。�00�年度は、
生産拠点の統廃合や製造工程の歩留まり向上などのムダを排除するための活動に積極的に取り組みまし
た。生産活動以外の面でも、営業車のハイブリッドカーへの切り替えを順次進めております。

環境問題をビジネスチャンスに
　先ほど温暖化対策に向けて、事業活動において環境負荷をいかにして小さくするか、という視点でご
報告いたしましたが、これは環境貢献における「守り」に当たり、「攻め」に当たるのが製品を通じた環
境貢献と考えております。
　環境問題と一口に言っても、温暖化に限らず、様々な課題があります。例えば「水」の問題。水資源が
豊かな日本ではあまり意識されていませんが、世界に目を向けると、温暖化や人口の増加によって、水
不足が深刻化しています。特集の中でご紹介するように、流体制御機器を扱うキッツグループにとって、
水は流体制御の主要な対象であり、この分野で多くの環境配慮製品を開発、供給してまいりました。今
後もグループの環境技術を結集し、「きれいな水」を創造し届けるという世界的な人々の求めに貢献でき
る製品を開発してまいります。
　また、「有害化学物質」の問題においても、欧州を中心に有害化学物質の削減は世界的な流れとなっ
ており、化学物質の使用を適切に管理できなければ製品が売れない時代が訪れつつあります。キッツグ
ループにおいては、鉛レスやカドミレス材の開発から取り組み、RoHS指令に対応した製品を提供して
まいりました。今後も、REACH規制など新たな規制への対応に取り組み、お客様に、より安全かつ安心
していただけるよう努めてまいります。
　このような環境問題をビジネスチャンスとして捉え、「水」「環境」「エネルギー」のキーワードを重点
分野とし、今後も事業活動を通じて、社会に貢献してまいります。

皆様とともに継続的な取り組みを目指して
　お客様、近隣の住民の方々、株主様や従業員などあらゆるステークホルダーの皆様への情報開示と環
境への取り組みの推進を目的とした環境報告書の発行も、今年で�年目となりました。報告書を通じて、
皆様に情報をお伝えするだけではなく、キッツグループの環境経営に対する皆様からのご意見・ご感想
をいただく双方向のコミュニケーションを図っていきたいと考えております。ぜひ、皆様方からの忌憚
のないご意見・ご感想をお聞かせいただければ幸いです。今後も継続的に環境への取り組みを進めてい
きながら情報開示を行い、皆様からのご理解を賜ることによって、「信用」及び「信頼」される企業を目
指してまいります。

�00�年�月

代表取締役社長

堀田　康之
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キッツグループの製品が使われる分野例

ビル設備

●青銅・黄銅製バルブ KITZ  TOYO

●ダクタイル鋳鉄製バルブ KITZ  TOYO

●空気弁 SGS 　 ●サービス弁 MY

工場設備

●スーパー二相ステンレス鋼製バルブ KITZ

●ハイパフォーマンスボールバルブ KITZ

●ボールバルブ KITZ  TOYO

下水処理設備

●水処理施設用バルブ KITZ

●鋳鉄製バルブ KITZ  TOYO

半導体製造設備

●ダイヤフラムバルブ SCT

●ベローズバルブ SCT

●薬液用中空糸膜フィルタ KMF

給水設備

●黄銅棒製品 KMW

●給水装置製品 KITZ

上水設備
●ソフトシール仕切弁 SGS

ガスパイプライン

●全溶接形鍛鋼製ボールバルブ KITZ

LNG（液化天然ガス）基地
●超低温用バルブ KITZ

KITZ
（株）キッツ

TOYO
東洋バルヴ（株）

SGS
（株）清水合金製作所

SCT
（株）キッツエスシーティー

MY
三吉バルブ（株）

KMF
（株）キッツマイクロフィルター

KMW
（株）キッツメタルワークス

キッツグループの事業活動
　キッツグループのバルブ事業は、����年の創業以来、バルブを中心とした流体制御機器メーカーとして、私たち

の身の回りの生活から諸工業の基盤を支えるプロセスラインまで、多彩なフィールドに製品を提供しています。

　水、蒸気、ガス、石油といった液体や気体等の「流体」をコントロールするためには、「バルブ」は欠かせません。

私たちはこの流体制御分野で、建築設備用、上下水道用、ガス用などの生活フィールドから、石油化学など産業用

の生産プロセスラインまで幅広い分野に製品を提供しています。

　今後は、環境やエネルギーなどの成長分野にも積極的に進出し、新たな流体制御技術の開発にチャレンジして、

新時代の要請に応えていきます。

浄水施設

戸建て・集合住宅設備

空気圧・電動自動弁 KITZ

鋳鋼製バルブ KITZ

ステンレス鋼製バルブ KITZ

流体を制御するためのバルブ。
使用目的、流体別、材料別、圧
力・温度別などに対応し、様々
な構造を持ったバルブは、産業
設備を支えています。

Ⓐ

精密膜ろ過浄水装置 SGS

膜分離浄水システムを活用し
飲料水を確保する浄水装置。ユ
ニット化設計で装置がコンパク
トなのが特長です。

B

ソフトシール仕切弁 SGS

水道における制水の機能を持っ
たバルブ。一体構造の吊りフッ
クを使用し、据付作業も容易に
行えます。

C

サドル付分水栓をはじめ各種止
水栓、金属継手など幅広い製品
を扱っています。

給水設備用バルブ KITZ

H

家庭用浄水器 KMF

鉛・環境ホルモン／ダイオキシ
ンにも対応した浄水器。飲料水
の安全性を追求しています。

F

給湯器用バルブ KITZ

コンパクトな省スペース型の給
湯器に合わせて設計されたバ
ルブ。様々なラインナップによ
り、施工やメンテナンスを簡便
化しています。

E

ピュアキレイザー TOYO

オゾン、光触媒、紫外線ランプ
を一体化し、薬品を使わない除
菌・浄化装置。温泉・排水・農
業など様々な施設の浄化に利用
されています。

D

●G

●H

●E

メータユニット KITZ

接水部材に鉛レス銅合金を使用
したメータユニット。工場組立
てによって現場加工を無くし、
施工の大幅な省力化を実現して
います。

●G

●F

●D

●B

●C
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「水」で貢献するキッツグループの環境技術
　毎日の暮らしに欠かすことのできない水。地球温暖化と人口増加により、地球の水不足が深刻化し、「世界の

約�人に�人は安全な水を飲むことができない」（※）と言われています。今回の特集では、「水分野において、キッツ

グループはどのように貢献しているのか」をテーマに、グループ各社の製品担当、技術担当のスタッフを集め、現

状の報告や今後の方向性について議論したダイアログ（対話）の内容をお伝えします。
※ユニセフと世界保健機関の『2008年版・飲料水と衛生施設に関する報告書』より。

特集 >>>キッツグループ各社担当者によるダイアログ

と進化しています。世界の人口が�0億人、�0億人と増加するのに
比例し、水の供給量も、ますます増えていきます。私たちのビジネ
スは、今後、日本国内に留まらず、海外の水需要へも応えていかな
ければなりません。

製品開発を通じて見えてきたもの

◦海水淡水化事業向けバルブで新たな水資源の確保に貢献◦
事務局：水の分野における製品開発の状況についてお聞きします。

小河原：降水量が少ない中近東では、早
くから海水淡水化事業のニーズがあり、高
耐食性合金バルブとして、すでに納品実
績がありました。現在のような世界的な水
不足による海水淡水化への対応を意識し
たのは、ここ�～�年くらいです。飲料水も
さることながら、工業用水も不足していま
す。中国やインドなどでは工業用水の消費
量も急増し、それがさらなる水不足を引き起こします。

事務局： キッツの高耐食性合金バルブはどのような特長があるの
ですか？

小河原：二相合金（Super Duplex材料）を使用することで、海
水による耐食性を抑え、プラントのランニングコストが低減しまし
た。長期間（約�年）使用しても、耐食性をかなり抑えることがで
きます。従来のバルブは�年くらいしか持ちません。

事務局：開発上の最大の課題は？

小河原：鋳物技術です。材料の調合が難しく、なかなか良品がで
きませんでした。鋳物に欠陥があると漏れが生じます。そこで材質
の調合や冷却、熱処理の仕方など、製造過程で試行錯誤を繰り返
しました。素材から自社で手がける利点を活かし、国内最大級で
ある福岡の海水淡水化プラントや、オーストラリアのシドニーのプ
ラントに供給してきました。今後も低コストの高耐食性合金バル
ブを世界に向けて提供し、ナンバー�シェアを目指していきます。

事務局：製品のコンセプトは？

門　前：製品のライフサイクル全体で、環
境に配慮した設計としています。例えば、
原材料面ではウレタンなどの環境負荷物
質を減らす、製造プロセスでは接着剤を
使わない、お客様が使い終わったらカー
トリッジを回収して再利用するなどです。
今後はこの製品に限らず、開発のリードタ
イムをさらに削減し省エネルギー化につ
なげていきたいですね。

事務局：さらに他分野での活用も可能なのでしょうか？

門　前：浄水器の構造はどのメーカーでもそれほど大きな違い
はありません。私たちは膜技術を活かして、いかに環境に貢献で
きる製品開発につなげるかという意識を持っています。ニッチトッ
プのコンセプトで、ガスや空気のろ過という観点から、膜技術や
吸着剤と高分子を使った分離技術などを上手に利用し、水やガ
ス、空気の浄化に役立つ製品開発にトライしていきたいと考えて
います。

◦精密膜ろ過浄水装置で飲料水づくりに貢献◦
事務局：製品開発・運用時の課題は？

小　池：原水には季節変動があり、時季
によって水の含有物がかなり変化します。
浄水する際は、現地の事情を把握するた
めに何回も水を採取して、季節的にどの
くらい変動するのかを調べた上でない
と、最適な処理フローを決めることはで
きません。私たちは、水道用バルブのトッ
プメーカーとして築いたお取引先との信
頼関係を元に、個別の環境に応じた処理フローを提示し、最適
な浄水装置の提供に取り組んでいます。

水との関わりと環境貢献への取り組み

事務局：「水」と業務の関わりについて、お伺いします。

有　松：青黄銅バルブの製造・販売でス
タートしたキッツにとって、水は身近な流
体です。流体制御機器メーカーとして、水
の制御技術の向上はバルブ事業の発展そ
のものだと感じます。かつては給配水、つ
まり水道用バルブ市場がメインでした。近
年は水をつくる『造水』と、水をきれいに
する『浄水』（水質改善）の市場が拡大して

きています。世界的な水不足が叫ばれる中で、キッツの技術はま
すます求められていると実感しています。

門　前：キッツマイクロフィルターは、膜面積が多く浄化性能を
長期間維持できるため、省資源性に優れた特長を有する中空糸膜
素材を取り扱っていました。水不足により、浄水分野での膜技術
が広く普及するだろうという概念を持ったのは、�0年くらい前で
す。浄水器事業を通じて、膜を使った水事業を成功させたいと考
えています。単体パーツを供給するのではなくユニット化した製品
に仕上げ、水の再利用システムに貢献できる企業として活躍して
いきたいですね。

小　池：清水合金製作所は、これまで配水部分の水道用のバルブ
をつくり続けてきました。今後は国内の水道事業が新規施設の建
設から既存設備の更新に移行します。水道管の維持管理・更新へ
の取り組みが大きなテーマです。一方、まだ水道が普及していない
山間地などは、鉄管を埋めた設備建設は効率やコストの問題もあ
り、困難と思われます。私たちは、そうしたエリアに膜処理を利用
した小規模の浄水装置を使って、安全で快適な水利用の環境整備
に取り組んでいます。

◦世界の水環境に貢献を◦
藤　原：キッツの歴史は、日本の高度成長に合わせて発展した水
道事業と共にあります。その技術は、水を流す、止めるという役割
から、制御を経て、膜を使った浄水へと進化し、現在は淡水化に
代表される造水事業（飲めない水を飲料水に浄化する）の技術へ

◦新素材の水道配管用バルブで環境規制に対応◦
事務局：製品開発のきっかけは？

増　尾：米国のカリフォルニア州の法改正です。飲料水が通る配
管資材には、平均鉛含有量が0.��％以下でないといけない、とい
う規制があって、�0�0年の�月から施行されます。従来の青銅バ
ルブの鉛含有量は、質量に対して�％前後です。それを0.��％に下
げるとなると、鉛に代替するものを入れないといけません。

事務局：これまでの技術では対応は困難でしたか？

増　尾：実は、鉛に対する規制は日本の方がずっと進んでいて、す
でに日本の水道業界の鉛規制に対応した製品の納品実績がありま
した。鉛レス黄銅材料の研究は、グループ会社のキッツメタルワー
クスの協力も得ながら、すでに�0年以上前から着手していました。

事務局：開発にあたって、工夫された点は？

増　尾：素材研究に加え、競合と差別化
を図るためにコストダウンにも取り組み、
製造方法を変えました。製造工程の短縮
化を図り、完成度も上げるには、鋳物より
鍛造の方が優れています。そこで、新しい
バルブを開発するに当たり、鍛造製法に
チャレンジすることにしたのです。そして
�00�年�月、鉛フリーバルブをアメリカの

展示会でプレ発表しました。しかし、素材探しはまだ終わっていま
せん。今後、ますます進む規制強化に備え、対応可能な製品づくり
にチャレンジしていきたいと思います。

◦浄水器で安心・快適な水を提供◦
門　前：浄水器の分野でも、より高度な機能が要求されるように
なっています。単に残留塩素やバクテリアなどを除去するだけでは
なくて、ダイオキシンとか溶解性鉛を取り除く機能への進化ですね。
そうした市場ニーズを背景に、オアシックスEVは開発されました。

◦小池　公夫　　　　　　◦門前　孝志　　　　　 ◦有松　清高　　　　  ◦小河原　邦文　　　　 ◦増尾　宏之

（事務局＝（株）キッツ環境安全部）

ダイアログの参加者に、『私が思う、キッツにとって水とは』を書いてもらいました。
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ダイアログを終えて

株式会社キッツ　執行役員 技術本部長　藤原　博文

　これまでは技術会議（年�回開催）を通じて、グループ各社
の開発製品やテーマなどを発表し合い、情報の共有化を図っ
てきました。しかし今回のダイアロ
グで、お互いにまだまだ知らないこ
とが多くあるのだと実感しました。
各社各部が保有する技術をお互い
に公開し、結合することで、新たな
事業領域が生まれます。コラボレー
ションをさらに強めて、グループの
戦略作りに活かしたいと思います。

� �0

いですね。今日のような議論が、若い世代のスタッフたちにも引き
継がれ、お互いの認識を深めることができれば、キッツグループの
製品力や環境貢献度もさらに高まっていくのではないでしょうか。

小　池：水の再利用に対応するためには、グループの事業では下
水分野が不足しています。それが今後の課題ですね。水道用のバ
ルブを軸に考えると、高い付加価値は付けにくい。水道の普及率の
高い日本国内においては、やはり水事業をトータルで捉え、そのサ
イクルの中に私たちの事業を位置付けて考えていく必要があるで
しょう。今後の技術会議の中でも議論していきたいテーマです。

有　松：グループ間のコラボレーションは、まだまだこれからだ
と感じています。水をキーワードに考えただけでも、素材の開発
や機能開発、ろ過技術など、各社の力はどんどん高まっています。
それを結集して、意見交換や議論を重ねる中で、新しい技術を共
同開発する土壌が醸成されていくのだと思います。

五　味：水関連の市場は、�0��年には
���兆円に達すると言われています。国内
の水道施設では老朽化が進み、約�0％は
更新が必要な時期を迎えています。水事
業を機能別に大別すると、一つ目は管理
（バルブ）、二つ目は活用（浄水装置）、三
つ目は製造（膜・創水）に分けることがで
き、それぞれに高度な技術が求められて

います。これら三つの柱を事業として融和させながら、ユニット化
や装置化を図り、皆さんが言われていたとおり、コラボレーション
を通じて製品化していくことがキッツグループ発展の課題ですね。

事務局：アクアMFは膜処理が大きな特長ですが、その利点は？
小　池：飲料水を取水する河川に住み、塩素で死滅しないクリプト
スポリジウムなどの原虫を除去できることです。これらの原虫の不
活化（無害化）は紫外線処理でも有効ですが、原水の水質が悪化
している場合は紫外線だけでは不十分です。主な設置先は、水道
管の行き届かない山間部が中心です。原水も不安定で、設置条件
が厳しいため、想定外の問題も発生します。水は毎日の生活に欠か
せないものです。今後は、メーカーとして納入先のお客様との連携
をさらに強め、水利用の環境整備に貢献していきたいと思います。

グループ力の結集で、水分野のニーズに応える

事務局： 今回のダイアログで、各社の技術が報告されましたが、
ご意見をお願いします。

小河原：水というのはやはり自分たちにとってビジネスの源であ
り、切っても切れない関係にあると改めて認識しました。グループ
各社の事業内容は知っていても、具体的な取り組みを聞くという
機会は少ないので、今回のダイアログで、お互いの苦労や課題に
ついて理解を深めることができたのではないかと思います。

増　尾：言われるとおり、水は私たちが一番軸足を置いた事業で
す。社会の変化に応じてお客様のニーズは刻一刻と変わっていま
す。グループ全体でその変化に対応し、総合力を活かしてニーズに
合ったものを提供することが、グループの成長と共に環境貢献に
もつながるのだと感じました。

門　前：今後は水も排水するのではなく、再利用するという流れ
が強くなってくると思います。ゴミのゼロエミッションと同じよう
に、排水の再利用という意識で、グループ一丸となって持っている
技術をコラボレーションさせながら製品づくりに取り組んでいきた

水分野で貢献するキッツグループの環境配慮製品

優れた耐食性で海水淡水化プラントのランニングコストを低減
　二相合金（Super Duplex材料：SDPV）を使用した、高耐食性合金バルブ。従来品に多く用いられて
いたアルミブロンズ製に比べ、耐食性に優れ、プラントのランニングコスト低減に貢献します。低コストの
高耐食性合金バルブとして、福岡やシドニーをはじめとする国内外の淡水化プラントに提供しています。

株式会社キッツ　担当者名：バルブ事業統括部　マーケティング戦略第�部長　小河原　邦文

淡水化事業向け高耐食性合金バルブ

カリフォルニア州などの新規制に対応した黄銅鍛造の新バルブ
　水道配管材料を対象に�0�0年�月に施行される米国カリフォルニア州などの鉛含有規制に対応して開発
された黄銅鍛造のボールバルブ。新素材の鉛レス黄銅棒を原料に、0.��重量％以下という鉛含有量規制を
クリア。�00�年�月、NSF／ANSI�� Section� Annex Gの認証を取得。世界市場でのシェアアップを目
指しています。

株式会社キッツ　担当者名：海外営業本部　マーケティング企画部長　増尾　宏之

水道配管用バルブ

◦  株式会社キッツ 

 執行役員 
 技術本部長 藤原　博文

 技術本部 五味　知佳士

 バルブ事業統括部 
 事業企画部長 有松　清高

 バルブ事業統括部
 マーケティング戦略第�部長 小河原　邦文

 海外営業本部 
 マーケティング企画部長 増尾　宏之

◦ 株式会社キッツマイクロフィルター 

常務取締役 門前　孝志

◦ 株式会社清水合金製作所 

技術本部長 小池　公夫

ダイアログ出席者紹介

工業用の膜技術を活かし浄水器市場のニッチトップを目指す
　活性炭（粒状・繊維など）、中空糸膜やゼオライトをろ材に使用。一般家庭用としてOEM製品を含め��
種類、業務用として�種類を展開。ウレタン廃棄物の削減や、接着材の不使用など、製造・販売過程での
環境負荷の低減や再利用計画にも取り組み、環境に配慮した製品づくりを進めています。

株式会社キッツマイクロフィルター　担当者名：常務取締役　門前　孝志

家庭用浄水器オアシックス

山間部の水利用に貢献する精密膜ろ過浄水装置
　目詰まりが起こりにくく、長期間安定したろ過性能を発揮する外圧クロスフローろ過方式を採用。耐塩
素性を有するクリプトスポリジウムなどの原虫を除去します。コンパクト設計で、処理水量のレベルに応じ
た機種選択が可能。無人・自動運転にも対応し、山間部の水質改善に最適な効果を発揮します。

株式会社清水合金製作所　担当者名：技術本部長　小池　公夫

アクアMF
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地球環境との共存を目指して

重点テーマ 実施項目 最終目標 �00�年度到達目標 �00�年度実績 評価 関連
ページ

環境経営の確立

�.環境マネジメント体制の強化    

① グループ環境管理体制の 
構築

2011年度（※2）までに国内外14（※
3）の生産拠点の事業所でISO14001
認証を取得

三吉バルブ認証取得 三吉バルブ認証取得 P.12

② 環境会計の取り組み 2010年度までに国内全ての拠点 
（生産＋サービス関連）での運用

清水合金、三吉バルブへの
導入準備 三吉バルブの初期構築完了 P.13

環境コミュニケー
ションの推進

�.環境コミュニケーションの充実

①情報公開
2010年度までに国内全ての拠点を
対象とした環境報告書での情報公開 
（全拠点の環境監査の実施）

グループサービス会社の
環境データ開示

グループサービス会社の環境
データ開示 P.14

② 環境・安全衛生情報システ
ムの運用

2010年度までに国内全ての拠点
での運用

グループサービス会社で
構築準備

グループサービス会社で運用
開始（安全衛生は除く） P.14

環境に配慮した
製品づくり

�.環境に配慮した製品、サービスの提供

① 製品中の特定有害物質の
削減 製品中の特定有害物質の削減

・ RoHS指令対応品の拡大
・ REACH対応等の 
環境負荷物質の削減
・ 製品開発段階からの 

LCA評価体制整備

・ RoHS指令対応品の 
拡大
・ REACH対応のための 
体制づくり
・ 製品構成システムの運用に 
ついてタスク発足

P.15

② グリーン調達基準に基づく
調達品のグリーン化

2008年度までにグループ国内外の
全ての生産拠点でグリーン調達基準
の運用を図る

RoHS指令対応品に関して 
グリーン調達基準を運用

RoHS指令対応品に関して
グリーン調達基準を運用 P.15

環境に配慮した
事業活動

�.循環型社会の形成

① 総廃棄物量原単位
　（t／億円）の削減

2010年度までに売上高原単位
9.2t／億円（基準年2004年度）

売上高原単位
9.2t／億円 9.76t／億円（※1） P.17

② 廃棄物最終処分量原単位
（t／億円）の削減

2010年度までに売上高原単位
0.45t／億円（基準年2006年度）

売上高原単位
0.51t／億円 1.57t／億円（※1） P.17

③ 水資源使用量原単位 
（m3／億円）の削減

2010年度までに売上高原単位
597.7m3／億円（基準年2004年度）

売上高原単位 
659.1m3／億円 709.8m3／億円（※1） P.16

�.有害化学物質の削減

PRTR第1種指定化学物質排
出量原単位（t／億円）の削減

2010年度までに売上高原単位
0.2t／億円（基準年2004年度）

売上高原単位
0.29t／億円 0.36t／億円（※1） P.17

地球環境保全

�.地球温暖化防止

① 自然エネルギーの利用 グループへの太陽光発電装置の展開
NEDOの公募事業を通し、
伊那工場へ太陽光発電設備
導入

採択されなかったため未導入 P.16

② 自動車排ガスの削減 社有車のハイブリッドカー積極的導入 リース更新時にハイブリッド
カー積極的導入

キッツ13台、東洋バルヴ2台、
キッツメタルワークス1台導入
（ハイブリッドカー累計63台）

P.16

③ 事務業務電気エネルギー
の節減 冷暖房エネルギー消費量の節減 クールビズ、ウォームビズ等

の積極推進

キッツ本社：クールビズ、ウォー
ムビズによる空調エネルギーの
削減

P.16

④ エネルギー消費量原単位
（GJ／億円）の低減

2010年度までに売上高原単位
421.9GJ／億円（基準年2004年度）

売上高原単位
434.4GJ／億円 462.4GJ／億円（※1） P.16

⑤ 地球温暖化ガスCO2排出
量原単位（t-CO2／億円）
の低減

2010年度までに売上高原単位
37.8t-CO2／億円（基準年2004年度）

売上高原単位
39.6t-CO2／億円

49.5t-CO2／億円（※1） P.16

�� ��

キッツグループは、環境に配慮した商品・サービスの提供と事業活動の推進により、社会から信頼される企業を目指します。

環境を経営の重要な視点として意識し、一人ひとりの社員が次の施策に積極的に取り組みます。
1．環境に配慮した商品・サービスの開発と提供 2．資源の有効活用
3．廃棄物の削減と再使用・再利用の推進 4．環境汚染の防止・予防

株式会社キッツは、キッツグループの環境理念を遵守することにより、社会から信頼される企業を目指します。
1．開発・設計段階から生産・使用・廃棄に至るまで製品の全生涯に亘り環境に配慮した製品及びサービスの創出に努める。
2．限りある資源の効率的な活用、再利用、再資源化のシステムを継続的に改善し、環境負荷の低減に努める。
3．法の遵守はもとより、環境視点での自主基準を設定し、より高いレベルでの環境保全に努める。

環境マネジメントシステムの推進体制
　キッツグループでは、環境経営を実践すべく中期計画を策定し、
その具現化方法としてISO��00�を基軸に各事業所で環境目標
を設定し活動を展開しています。しかし、各事業所の特性に合わ
せて展開する進め方では、中期目標に基づく目標値と各部門が取
り組んでいるISO��00�の改善目標に乖離が見られるケースもあ
り、結果として中期目標の達成には至っていません。
　これらの局面を打破し中期環境目標を達成するために、全社環
境委員会において審議し決定した中期目標値を各事業所長に示
し、各事業所で目標展開を行い、結果を出すための一つの手段と
して環境マネジメントシステムを活用することに努めていきます。

ISO14001認証取得状況
　�00�年度までにキッツグループの国内製造グループ会社すべて
でISO��00�の認証取得を完了しています。海外の製造グループ
会社では�社が認証を取得していますが、�0��年度までに国内外
��の生産拠点で認証取得を計画的に進めていきます。

事業所名 認証年月

（株）キッツ　長坂工場 ����年��月

（株）キッツ　伊那工場 �000年 �月

台湾北澤股份有限公司 �000年��月

（株）キッツメタルワークス �00�年 �月

（株）キッツマイクロフィルター �00�年 �月

東洋バルヴ（株） �00�年��月

（株）清水合金製作所 �00�年 �月

（株）キッツエスシーティー �00�年 �月

三吉バルブ（株） �00�年 �月

環境監査の実施
　従来どおりISO��00�を認証取得した事業所では、定期的な第
三者監査を実施して認証を継続しており、�00�年度の第三者監
査において重要な不適合事項はありませんでした。環境リスクを
予防、回避する観点から内部監査は非常に重要なものであると認
識しています。
　しかし、定期的に内部監査は実施されているものの、目で見て
分かる不適合事項の指摘や指導に終始しているのが現状です。目
で見ても分かる不適合は明らかに是正しなければならないもので
あり、重要なものでもありますが、こうしたエンドオブパイプ（すで
に発生した問題に対する是正）から、予防の観点での対策へと、も
う一歩踏み込んだ内部監査にしなければならないと考えています。
　また、運用しているシステム上での問題点がないか、システムの
PDCA、特にチェックとそれに伴うアクションが適切に講じられて
いるか、それぞれの責任や役割が明確になっていて、それが実行
されているかなど、環境経営の根幹の部分においても適切な評価
を下せる内部監査員の育成を図り、環境経営に寄与できるようレ
ベルを上げていきます。

環境中期計画と2008年度の実績の評価
　キッツグループでは、中期経営計画において「グループの環境経
営の推進」を掲げ、下記の表の�項目を重点に環境保全活動に取
り組んでいます。
　�00�年度は、省エネ活動としてコンプレッサーや照明の電力
削減に着目し取り組んだ結果、エネルギー消費量は対前年比で
�.�％減（※�）となり、CO�排出量は�.�％減（※�）となりました。
しかし�00�年度数値目標までは到達しませんでした。
　今後は従来の活動を強化するとともに、各事業所長の業績評価
項目に組み入れ、目標管理の展開を図ります。

評価方法　　　　　：最終目標を達成、または大幅な改善　　　　　：2008年度到達目標達成　　　　：2008年度到達目標未達成

環境中期計画と実績
中期経営計画において「グループ環境経営の推進」を掲げ、環境保全活動を推進しています。

責任者のコメント （株）キッツ 執行役員 環境安全部担当 総務人事部長

近藤　雅彦
　人類にとって地球温暖化や資源枯渇問題は、

待ったなしの課題です。キッツは企業市民とし

て、社会的責任を果たす観点から、省エネ・省資

源を重点に、バルブ製造で培われた技術と、環

境に優しい製品開発技術を活かし、積極的に環

境保全活動に取り組んでいきます。

環境マネジメントシステム
キッツグループでは環境中期計画に基づき、ISO14001の認証取得を推進しています。

http://www.kitz.co.jp/environment/env_management.html

環境・安全情報システム、環境教育・啓発、法規制の遵守は 

環境理念キッツグループ

環境行動指針キッツグループ

環境経営方針株式会社キッツ

✓

✓

✓

✓

✓

✓

◦今後の課題◦

海外生産拠点での認証取得を進め、国
内外14の生産拠点で認証を取得し、環
境マネジメントシステムの強化を図る

三吉バルブでISO��00�認証取得

�00�年度環境目標

達　成 三吉バルブで認証取得

2008年度環境実績と評価

（※1）キッツ及び製造グループ会社
（※2）計画の見直し
（※3）北澤半導体閥門（昆山）有限公司を除く

Web  http://www.kitz.co.jp/finance/news/20090121117000.pdf

Web
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環境会計の考え方
　キッツグループでは、持続可能な発展を目指して、社会との良
好な関係を保ちつつ、環境保全への取り組みを効率的かつ効果
的に推進することを目的とし、環境会計を導入しています。
　キッツグループでは、�00�年に「キッツグループ環境会計シ
ステムマニュアル」を制定し、考え方を統一するとともに、環境
会計情報を比較可能なものとしました。
　キッツグループ全体の集計を容易かつ精度を確保できるよう
にするために、キッツグループ環境・安全衛生情報システムに
「環境会計システム」を構築し、グループで運用しています。

環境保全コスト
　�00�年度の実績は、環境保全コスト�0億�,�0�万円（設備投
資額�億�,���万円、費用額�億�,��0万円）で、内訳を見ると、
公害防止コストが��.0％、地球環境保全コストが�.�％、効率的
な環境情報収集のためのシステム開発や環境活動の公表を行う
ための管理活動コストは�.0％となっています。

　（単位：千円）
環境保全コスト

分類 主な取り組みの内容 設備投資額 費用額
事業エリア内コスト 公害防止施設・設備の導入・維持管理 363,229 462,097

内訳

公害防止コスト 省エネ型設備・機器の導入
PCBの適正管理 282,139 146,693

地球環境保全コスト 廃棄物減量化・リサイクル、
外部委託処理費 2,200 35,729

資源循環コスト 使用済み製品の回収・リサイクル費用 78,890 279,675
グリーン購入製品
リサイクルコスト ̶ 25,876

管理活動コスト ISO・環境測定・環境情報の開示 ̶ 84,082
研究開発コスト 鉛レスなど環境配慮製品の開発 ̶ 104,022
社会活動コスト 緑化活動の推進 ̶ 761
環境損傷コスト 地下水の浄化対策 ̶ 6,960
その他のコスト ̶ ̶

合計 363,229 683,798

　（単位：千円）
項目 内容等 金額

当該期間の設備投資額の総額 環境保全に係る投資額の割合：15.0% 2,414,055
当該期間の研究開発費の総額 環境保全に係る開発費の割合：6.4% 1,622,701

環境保全効果
　環境保全効果は中期計画目標に対し、総エネルギー投入量や、
地下水投入量の削減などは売上高原単位当たりで計画どおりの
効果が得られませんでした。廃棄物総排出量の削減は、マイナス
効果となっています。

環境保全効果

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標 
（単位）

前期※
（�00�年度）

当期※
（�00�年度）

前期との差 
（環境保全効果）

事業活動に投入する
資源に関する環境保
全効果

総エネルギー投入量（GJ） 518,827 482,290 △36,536
PRTR対象物質の投入量（t） 5,341 4,946 △395
上水投入量（m3） 147,983 162,836 14,853
地下揚水投入量（m3） 646,259 584,610 △61,649

事業活動から排出す
る環境負荷及び廃棄
物に関する環境保全
効果

温室効果ガス排出量（t-CO2） 54,148 52,059 △2,089
特定の化学物質排出量・ 
移動量（t） 302 377 75

一般廃棄物及び 
産業廃棄物総排出量（t） 10,253 10,399 147

事業活動から産出す
る財・サービスに関
する環境保全効果

廃浄水器の回収量（kg） 39,850 37,100 △2,750

※集計範囲は（株）キッツ（本社、長坂工場、伊那工場）、東洋バルヴ（株）、 
　（株）キッツエスシーティー、（株）キッツマイクロフィルター、（株）キッツメタルワークス

環境保全対策に伴う経済効果
　環境保全対策に伴う経済効果は�億�,���万円で、内訳を見る
と、集塵さいやノロや鉄屑、荷づくり材などの売却が�億�,���万
円、省エネ効果及び廃棄物削減効果がマイナス�億���万円、リサ
イクルに伴う費用節減効果は�億�,���万円となっています。

　（単位：千円）
環境保全対策に伴う経済効果（実質的効果）

効果の内容 金額

収益 主たる事業活動で生じた廃棄物のリサイクルまたは使用済み製品
等のリサイクルによる事業収入  327,423

費用節減
省エネルギーによるエネルギー費の節減 △84,727
リサイクルに伴う費用節減 271,230
廃棄物減量に伴う費用節減  △20,213

合計 493,713

■ 集計範囲
　 （株）キッツ（本社、長坂工場、伊那工場）、東洋バルヴ（株）（本店）、 
（株）キッツエスシーティー（新田SC工場）、（株）キッツマイクロフィルター（本社工場）、 
（株）キッツメタルワークス（本社工場）
■ 対象期間
　2008年4月1日～2009年3月31日
■ 対象ガイドライン
　・環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」
■ 環境保全コストの算定基準
　①  減価償却費の計上方法…5年間の定額償却により算定し、費用額に含めています。
　②  人件費…設備維持、環境安全管理及び環境教育に関するものを計上しています。
　③  研究開発費…「技術開発に伴う環境負荷低減評価ガイドライン」に定める 
「環境開発テーマ」に関するものを計上しています。

■ 環境保全効果の算定基準
　右のように算定しています。　　　当年度環境負荷－前年度環境負荷
■ 経済効果の算定基準
　① 収益…実績値を計上しています。
　② 費用節減
　・ 省エネによるエネルギーの節減及び廃棄物減量に伴う費用節減は以下により算定しています。
　　 効果金額＝{（前年度環境負荷/前年度原単位基準）×当期原単位基準－当年度環境負荷}

×前年度単価
　・ リサイクルに伴う費用節減は、グループ内取引の実績値を計上しています。
■ 金額：千円未満は四捨五入
量　：小数点以下は四捨五入

環境会計において基本となる重要な事項

キッツグループ

OUTPUT

INPUT

環境会計
環境会計システムを活用し、環境保全の「費用」と「効果」を把握・評価することによって、環境保全の取り組みの推進を行っています。

◦今後の課題◦

順次グループ会社への展開清水合金、三吉バルブへの導入準備

�00�年度環境目標

達　成 三吉バルブの初期構築を完了

2008年度環境実績と評価

✓

✓

✓

事業活動と環境負荷（マテリアルバランス）

販　　売開発設計 調　　達 生　　産 物　　流

サービス会社 製造会社

CO2
排出量
66,360
（t-CO2）

水使用
消費量
1,260
（千m3）

エネルギー
消費量
672,387
（GJ）

0.2%
1.2%

23.2%

伊那工場 23.0%

長坂工場 18.2%

3.8%
14.8%

0.2%
0.7%
1.4%
本社 1.5%
2.3%
9.5%

サービス会社 製造会社
0.0%

0.9%

長坂工場 28.7%

伊那工場 18.5%

6.9%

5.0%
33.7%

0.1%
0.4%
本社 0.8%
1.0%
1.7%
2.3%

サービス会社 製造会社
0.2%

1.3%
21.4%

伊那工場 19.9%

長坂工場 18.1%

4.6%
20.1%

0.2%
0.7%
本社 1.7%
1.8%
2.0%
8.0%

サービス会社 製造会社
0.2%

0.2%

伊那工場 41.0%

長坂工場 36.8%

15.9%

0.9%
1.1%

0.2%
0.4%
0.5%
0.6%
本社 0.7%
1.5%
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KITZ
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KMF

TOYO

TOYO

KESCO

KESCO

SCT

SCT

SGS

SGS

MY

MY

KW

KW

HB

HB

KITZ

SGK

KMF

TOYO

KESCO

SCT

SGS

MY

KW

HB

KITZ

SGK

KMF

TOYO

KESCO

SCT

SGS

MY

KW

HB

KITZ

KITZ

KITZ

KITZ

KMW

㈱キッツ製造会社： KITZ ㈱清水合金製作所SGS

㈱キッツウェルネスKW ㈱ホテル紅やHB ㈱諏訪ガラス工房SGK

廃棄物
排出量
10,719
（t）

TOYO 東洋バルヴ㈱ ㈱キッツエスシーティーSCT 三吉バルブ㈱MY

㈱キッツエンジニアリングサービスKESCO

㈱キッツマイクロフィルターKMF ㈱キッツメタルワークス

サービス会社：

KMW

事業所別の環境負荷割合（�00�年度）

サービス
グループ会社

 ��,��� 千kWh
 �� 千kWh
 �,���,��� m�

 ��� kl
 �� t
 ��� kl
 �,��� GJ

 ��� 千m�

 ��� 千m�

キッツ・製造
グループ会社エネルギー

蘆電気（購入電力） ��,��0 千kWh
蘆電気（太陽光発電） �� 千kWh
蘆都市ガス �0,��� m�

蘆A重油 ��� kl
蘆LPG �,��� t
蘆灯油 ��� kl
蘆冷・温水 �,��� GJ

水

蘆上水 ��� 千m�

蘆地下揚水 ��� 千m�

キッツ・製造
グループ会社原材料

蘆鉛 �,��� t
蘆ニッケル ��� t
蘆マンガン �,��� t
蘆クロム ��0 t
蘆銅 ��,��� t
蘆亜鉛 ��,0�� t

キッツ・製造
グループ会社副資材

蘆中子砂 } など �,��� t
蘆鋳物砂 
蘆塗料、シンナー ��� t
蘆油剤 ��� t

キッツ・製造
グループ会社

キッツ・製造
グループ会社

キッツ・製造
グループ会社

化学物質排出量 
（PRTR対象物質）

蘆大気 ��  t
蘆廃棄物 ���  t
蘆公共水域 0.�  t

✓ ✓ ✓

サービス 
グループ会社大気への排出

蘆CO� ��,�0� t ��,��� t
蘆ばいじん �.� t 0.� t
蘆NOx �.� t �.� t
蘆SOx �.� t �.� t

✓ サービス 
グループ会社廃棄物等排出量

蘆産業廃棄物 �0,��0  t ��  t
蘆一般廃棄物 ���  t ���  t
蘆有価物 �,���  t —
蘆最終処分量 �,���  t ��  t

✓✓
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地球温暖化防止／省エネルギー
地球温暖化防止のために、全事業所で、省エネルギーに取り組んでいます。

�� ��

キッツグループ技術会議
　技術開発を継続的に進めていくため、キッツではバルブ関連の
グループ会社の技術部門長が集まり、年�回技術会議（技術交流）
を実施しています。技術会議では、企業価値の向上のため、中期
経営計画に基づいた重要テーマの他社と異なる競争力と価値につ
いて報告し、先端技術を駆使した材料・工法・駆動方法の研究開
発や製品開発の発表を行い、相互の技術情報の共有を図っていま
す。特にグループ会社の技術陣のコラボレーションにより、戦略的
な開発を推進することで知的財産を取得し、競合メーカーに対す
る技術優位性を高めることが大切であることを確認しました。
　また、限りある地球資源に考慮し、環境に配慮した省エネ、省
資源、リサイクル、安全等の創造的イノベーションを含めた環境開
発の方向性についても、持続的に提案、推進しています。

（社）日本バルブ工業会を通じた行政機関との連携
　（社）日本バルブ工業会を通じて、製品安全・健康面の管理及び
環境配慮製品の開発について、問題点の発見とその解決のために
行政（経済産業省、厚生労働省）との連携、調整などを図っていま
す。さらに、法規制（規格、ガイドライン）作成・改定などの不使
用材料の設定値に対する評価方法のガイドラインにおいて連携、
調整を行っているほか、環境規制に関する研修会なども開催して
います。

知的財産の創造
　キッツでは、企業価値の最大化を念頭に先端研究開発を通じ
て、市場トレンドの変化、お客様ニーズを迅速に捉え、特許出願を
行ってきました。特に材料においては、「鉛レス銅合金」について、
長年培った研究成果によって、特許を取得し、その普及に努めて
います。また、本材料は日本工業規格（JISH���0、����）に規定
されました。

環境開発方針と環境負荷低減ガイドライン

　キッツグループでは、「地球環境との共存」を目指すグローバル
企業として、�000年より地球環境保全を積極的に果たすという
「環境方針」をベースに、グループのシナジー効果を高めながら、
環境イノベーションを目指した環境配慮製品づくりに力を注いで
います。
　環境配慮製品に関しては、技術開発の段階から評価を行うため
に「環境負荷低減評価基準のガイドライン」を設け、必要な品質・
機能・経済的合理性に加えて、環境負荷低減に関わる技術開発活
動（材料開発・工法開発、設計開発）の評価をスコア方式で行っ
ています。また、法規制の遵守とRoHS指令の規制物質適合を必
須としています。

環境開発方針

　技術開発は環境配慮の徹底、LCA的視点からの環境負荷削減を
図った設計コンセプトの製品、ユニット、装置とする。

環境負荷低減評価基準のガイドライン

�.  再生資源に関する法律、条例への適合とリサイクル設計の採用
�. 使用材料の統一（同一）化による分別・分解作業工数の低減
�.  再生資源・部品の使用及び小型化による省資源化・省エネル
ギー化

�.  梱包材に対する省資源、リサイクル、減量及び化学物質の含有
量削減

�. 再生資源・部品の分解・分別の容易性
�. 有害化学物質の含有量・溶出量の削減
�. 使用中の騒音、振動、悪臭、漏れの発生防止
�. 廃棄時の化学物質、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染の低減

温暖化防止／省エネルギーの考え方
　バルブの製造工程では、電力や燃料といったエネルギーを大量
に消費しています。したがって、キッツグループでは、省エネやあ
らゆるムダを省く活動を展開することによって、温室効果ガス排
出量の削減に取り組んでいます。
　また、各事業所の省エネ委員会を中心とする現状調査・改善
と、各部門のISO��00�を基本とする環境マネジメントプログラ
ム（EMP）による職場改善に取り組んでいます。

エネルギー使用の現状
　キッツグループでは、従来より歩留まり向上による省エネ活
動を推進し、�00�年の基準年と比べ、�00�年度の売上高原単位
当たりのエネルギー消費量は��.�％減（※）、またCO�排出量
は�.�％減（※）と、それぞれ削減しています。

◦今後の課題◦

改正省エネ法や改正温対
法の対応に合わせ、組織体
制の構築と改善展開を図る

売上高原単位当たりのエネルギー消費量
���.�GJ／億円

売上高原単位当たりのCO�排出量
��.�t-CO�／億円

クールビズ、ウォームビズ等の積極推進

リース更新時にハイブリッドカーを積極的導入

伊那工場への太陽光発電装置導入

�00�年度環境目標

未達成 462.4GJ／億円

未達成 49.5t-CO2／億円

達　成 キッツ本社にて空調エネルギーの節減

達　成 キッツグループ全体で16台導入（累計63台）

未達成 未設置

2008年度環境実績と評価

0

200,000

400,000

600,000

800,000
（GJ） エネルギー消費量 ＧＪ／売上高（億円）

492,013 543,549 495,746

176,641

533,745

435.7 462.4

基準年（2004） 2006 2007 2008（年度）

572.6

458.8

0

150

300

450

600

エネルギー消費量の推移 ✓

製品における環境配慮
環境開発方針や環境負荷低減ガイドラインを採用し、中長期的な視点に基づいた環境負荷の少ない製品開発に取り組んでいます。

◦今後の課題◦

RoHS指令対応品のさら
なる拡大やREACH対応
を通じた製品中の特定有
害物質の削減

RoHS指令対応品の拡大

REACH対応などの環境負荷物質の削減

製品開発段階からのLCA評価体制の整備

RoHS指令対応品に関する
グリーン調達基準の運用

�00�年度環境目標

達　成 黄銅製ボール弁を中心に対応品を拡大

達　成 REACH対応のための体制を整備

達　成 製品構成システムの運用に関するタスク発足

達　成 調達基準を運用

2008年度環境実績と評価

http://www.kitz.co.jp/environment/env_products.html

キッツグループの環境配慮製品の事例は 

責任者のコメント （株）キッツ 執行役員 技術本部長

藤原　博文
　地球資源の有効活用のため、低炭素社会、循

環型社会、自然との共生社会に向けて、日々挑

戦を重ね、革新的技術で流体の流れを守る製品

を市場に提供し続けます。

省資源への考え方
　キッツグループでは、環境行動指針に「資源の有効活用」を掲げ、
各事業所で使われる資源の徹底したムダの排除と再利用を図り、
限りある資源を有効に活用することに努めています。

省資源の現状
　バルブ部品の鋳造工程で使われる鋳物砂は、砂処理工程で再生
処理され、再利用されています。砂処理工程ではできる限り再利用
を図るため、塊を砕いたり、ふるいで分別するなど、鋳物砂を有効に
用いています。

水資源の循環システムの推進
　キッツ長坂工場・伊那工場では、製造工程で使用する工業用
水は、地下水を利用しています。溶解炉の冷却や洗浄・検査工程
などで多く使われる地下水は水の循環システムによりタンクに戻
され、再利用されています。

省資源
創業時よりリサイクルに取り組んできたノウハウを活かし、製造工程から発生する資源を有効活用しています。

◦今後の課題◦

水資源の有効活用のため、ムダの
排除と循環システムの推進を図る

売上高原単位当たりの水資源使用量
���.�㎥／億円

�00�年度環境目標

未達成 709.8㎥／億円

2008年度環境実績と評価

http://www.kitz.co.jp/environment/env_resource.html

省資源の具体的な取り組みは 

http://www.kitz.co.jp/environment/env_warming.html

CO2削減／省エネの具体的な取り組みは 

新市場
コラボ

清水合金製作所

キッツ

清水合金製作所

キッツ

キッツ
マイクロ
フィルター

キッツ
マイクロ
フィルター

三吉バルブ三吉バルブ東洋バルヴ

キッツ
エスシーティー

キッツ
エスシーティー

東洋バルヴ

赤い部分が新規参入障壁。グループ各
社が新市場でコラボレーションするこ
とで競合メーカーに対する技術優位性
を高めることができる。 • 2007年発行の報告書との数値差異は、（株）キッツメタルワークスのガソリン値修正のためです。

• 2006年度よりガソリンのエネルギー消費量及びCO2排出量を計上しています。
■キッツ及び製造グループ会社  ■サービスグループ会社（2008年度よりデータを集計、第三者保証対象外）
売上高原単位はキッツ及び製造グループ会社

0

20,000

40,000

60,000

80,000
（t-CO2） CO2排出量t／売上高（億円）

53.4
46.4

基準年（2004） 2006 2007 2008（年度）

45.1
49.5

0

15

30

45

60

45,883 54,980 55,239 53,102
13,258

CO�排出量の推移 ✓

（※）キッツ及び製造グループ会社

グループ会社技術コラボレーション概念
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廃棄物削減の考え方
　キッツグループでは、廃棄物削減において、廃棄物を出さない・
持ち込まない（リデュース）、出た廃棄物の中で再生できるものは
再生しラインに戻す（リユース）、そして出たものは分別し再資源
化する（リサイクル）、再利用できないものについては適正に処分
することに取り組んでいます。
　廃棄物の��％（※）は生産活動から出る産業廃棄物です。生産
部門では発生量の調査・分析をもとに削減や再利用化に取り組ん
でいます。また、「廃棄物管理システム」により、発生する廃棄物
の処分ルートを管理し、委託契約したルート以外では処分できな
いようにしています。

廃棄物削減の現状
　キッツグループでは、�000年度より発生源での分別を推進し、
�00�年の基準年と比べ、�00�年度の売上高原単位当たりの産
業廃棄物量が�.�％減（※）、一般廃棄物量が��.�％減（※）と、
それぞれ削減しています。

0

5,000

10,000

15,000
産業廃棄物量（t） 売上高原単位（t／売上高（億円）

10.05
8.61

基準年（2004） 2006 2007 2008（年度）

8.16
9.49

0

5

10

15

8,636 10,199 10,180
37

9,996

産業廃棄物量の推移

■ 鉱さい
■ 廃油
■ 木くず
■ 汚泥
■ 廃プラスチック類
■ その他計84%

3%1%
1%
4%
7%

10,180t

�00�年度産業廃棄物排出量割合

化学物質削減の考え方
　キッツグループでは、国際的に製品の品質に加え安全性が求
められる市場背景を鑑みて、化成品に含まれている危険・有害物
質によるリスクを回避することを目的に、化成品情報を一元管理
できる体制を整備しています。開発・製造過程で使用する化学物
質が多岐にわたり、その管理も複雑であるため、化学物質の成分
や法規制、MSDS（製品安全データシート）などの基本情報やラ
インごとの使用状況を管理できる「化学物質総合管理システム」
を�000年に構築しました。このシステムに蓄積された化成品情
報によって、有害物質を含有する化成品の特定や代替化を進め、
バルブ製品の安全性向上と環境負荷低減を図っています。また、
PRTR対象物質についても、このシステムによって、集計し、業務
の効率化を図っています。

PRTR制度対象物質
　バルブの原料である金属材料や鋳物砂には、PRTR対象物質で
ある、クロム、鉛、ニッケル、モリブデン、酸化クロム、マンガンが
多く含まれており、これらは、キッツグループのPRTR対象物質総
量の��.�％（※）を占めています。
　大気への排出は塗料・シンナーや貯蔵ガソリンから発生するキ
シレン、トルエン、外部への移動分については鋳物砂に含まれる
酸化クロムが主なものです。

廃棄物の管理
3Rを基本とした廃棄物の削減と徹底したマニフェスト管理により、廃棄物リスク防止に取り組んでいます。

◦今後の課題◦

3R改善の取り組みにより、
総廃棄物量と廃棄物最終
処分量を削減する

売上高原単位当たりの総廃棄物量
�.�t／億円

売上高原単位当たりの廃棄物最終処分量
0.��t／億円

�00�年度環境目標

未達成 9.76t／億円※

未達成 1.57t／億円（2007年度実績：0.51t／億円）※

2008年度環境実績と評価

化学物質の適正管理と削減
化学物質総合管理システムを活用し、製品の安全向上と環境負荷低減を図っています。

http://www.kitz.co.jp/environment/env_chemical.html

化学物質の具体的な取り組み、PRTR届出該当物質排出量リストは 

◦今後の課題◦

鋳物砂再生利用や水溶性塗料の導入に
より化学物質の排出削減を図るPRTR第�種指定化学物質の売上高原単位 

当たりの排出量　0.��t／億円

�00�年度環境目標

未達成 0.36t／億円

2008年度環境実績と評価

環境リスクに対する基本的な考え方
　キッツグループでは、人類の共有財産であるこのかけがえのな
い地球を後世に残していくために、企業として環境の保全に努め
ることが責務であると考えて行動しています。
　環境リスクの回避として、「予防」の観点から各種法規制の動向
の情報を早くから収集し、グループで共有化し対応策を講じるこ
とを第一に考えています。
　また、過去には法の制約を受けなかったものについても、現行
法を鑑みて規制がかかる場合は速やかに調査・対策を講じリスク
の低減に努めています。

土壌汚染
　（株）キッツ長坂工場では、����年に判明した土壌及び地下水
の汚染について、�00�年度に汚染範囲（広さ、深さ）の特定調査
の再実施及び汚染濃度と範囲に見合った浄化促進対策を講じま
した。その浄化状況については定期的なモニタリングを行い、年
に一度監督官庁に報告し、行政の指導を受けながら対策を進めて
います。

　また、東洋バルヴ（株）においては、�00�年に譲渡を受けた時
点で工場敷地内の一部で判明したVOCによる土壌・地下水汚染
については浄化を終えましたが、地下水のモニタリングによる監
視を継続しています。

アスベスト（建物）
　�00�年度にキッツグループでは建築物への吹付けアスベスト
使用の再調査の結果を踏まえ、法に則った対策を行っています。
　多年数が経過した建築物については建替えや撤去が生じる際に
調査・分析を行った上で法に基づく対応をしていきます。
　アスベストを含む可能性があるスレート建材などについても、
張り替えや撤去等が生じた場合には含有調査を行い、含有が確認
された場合には法に基づく処理を行っています。

環境リスクへの対応 
誠実な姿勢で環境リスクに対応し、企業の責任を果たせるよう努力しています。

http://www.kitz.co.jp/environment/env_risk.html

その他の環境リスクへの取り組みは 

http://www.kitz.co.jp/environment/env_waste.html

一般廃棄物量の推移、廃棄物削減の具体的な取り組みは 

物流のグリーン化
協同配送及び物流の効率化により、物流におけるCO2の削減及び包装材の削減に取り組んでいます。

物流のグリーン化の考え方
　国内と海外に生産拠点を持つキッツグループにとって、物流で
の環境負荷の低減を重要課題とし、物流の効率化による輸送距
離短縮、フォークリフトなどの荷役機器の変更によるCO�の削
減及び廃棄物の低減に取り組んでいます。今までの各社個別の
配送体制からグループでの協同配送を推進するとともにサプライ
ヤーと協同して、物流の効率化に取り組んでいます。

物流のグリーン化の現状
　キッツグループでは、動脈・静脈物流のパイプを一元化した
循環型ロジスティックスを目指し、協同配送及び統合配送の実
施により物流におけるCO�の削減に、積極的に取り組みを進め
ています。
　グループ会社との協同配送専用便と輸送会社のネットワーク、
販売時の便を利用し、戻り便において購入した調達部品・材料
配送も行っています。さらに工場周辺には生産物流の専用便を
協同運行し、輸送効率の高い配送調達ネットワークを組んでい
ます。これにより、幹線輸送距離の重複低減と積載率�0％アッ
プを図っています。

0

1,000

2,000

3,000
（t-CO2）

2005 2006 2007 2008 （年）

2,629 2,686 2,8002,779
2,611

キッツグループの物流におけるCO�排出量の推移 ✓

http://www.kitz.co.jp/environment/env_distribution.html

物流グリーン化の具体的な取り組み、月平均板パレット回収枚数推移は 

 ■キッツ及び製造グループ会社  ■サービスグループ会社（2008年度よりデータを集計、第三者保証対象外）
 売上高原単位はキッツ及び製造グループ会社

（※）キッツ及び製造グループ会社

• 集計範囲は（株）キッツ（長坂工場、伊那工場）、東洋バルヴ（株）（2次配送を除く）、（株）キッツマイ
クロフィルター。

•集計期間は1～12月です。

二
酸
化
炭
素

物流 ト
ン

物流で消費されたエネルギーにより排出された二酸化炭素（t）
[軽油年間使用量×CO2排出係数]×10-3

燃費
10トン車：4km / L、4トン車：5km / L、2トン車：6km / L
出荷重量：年間の出荷量
設定距離：（定期便）実測の距離
　　　　　（路線便）事業所から県庁所在地までの距離
輸送距離：（出荷重量÷最大積載重量）×設定距離
燃料使用量：輸送距離÷燃費
CO2排出係数　軽油　（kg-CO2 / L）

2006年1月～
2006年12月

2007年1月～
2007年12月

2008年1月～
2008年12月 2009年1月～

2.624 kg-CO2 /L 2.619 kg-CO2 /L 2.599 kg-CO2 /L 2.606 kg-CO2 /L

■ 算定基準

•キッツ及び製造グループ会社

（※）キッツ及び製造グループ会社

✓

✓

※キッツ及び製造グループ会社の産業廃棄物と一般廃棄物の実績
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コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンスの充実を図り、「社会から信頼される企業」を目指します。

基本的な考え方
　キッツは、お客様、お取引先、従業員、株主、投資家、地域社会
の皆様など様々なステークホルダーの期待に応え、社会から信頼
と共感を得られる企業であり続けるとともに、企業理念に掲げる
「企業価値の持続的な向上」を実現するための基盤は、コーポレー
ト・ガバナンス（企業統治）であると考えています。このため、取
締役会による経営監視機能及び監査機能の充実と強化を図り、透
明性のある公正なコーポレート・ガバナンスの体制の構築に取り
組んでいます。

コーポレート・ガバナンスの充実
　キッツは、コーポレート・ガバナンス体制の基本に監査役及び
監査役会の制度を採用しています。独立した社外監査役�名を含
む監査役会（監査役の合計員数は�名）が経営と業務の執行状況
を監査し、助言、勧告を行うほか、経営機能の監視を行っていま
す。また、取締役の経営責任を明確にし、経営体質の強化を図り、
経営環境に機動的に対応できるよう、取締役の任期を�年として
いることに加え、経営の監督機能を強化するため、社外取締役�名
（取締役の合計員数は�名）を選任しています。さらに、取締役の
員数をスリム化し、経営の意思決定及び業務執行の迅速化を図る
ため、執行役員制度を採用しています。

グループ全体の内部統制強化
　適切な内部統制システムを構築することは、社会の信頼に応え
るための基本条件であり、取締役会の重要な責務であると考え、
取締役会が定めた内部統制システム構築の基本方針に基づき、グ
ループが一体となって内部統制システムの整備運用に取り組んで
います。
　また、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の信頼性を確保
するため、キッツ及びグループ各社では、各部門による内部統制の
自己点検を行うとともに、内部統制構築の状況について内部監査
を実施し、内部統制の強化・定着を図っています。
　さらに監査役の職務をサポートする組織として、監査役室を置
き、グループ全体の監視及び監査の実効性を高めています。

基本的な考え方
　企業活動に伴う様々なリスクをコントロールすることは、非常に
重要な経営課題です。また、コンプライアンス経営を行うことは企
業が永続的に発展するための前提条件であると認識しています。
　キッツグループは、大規模災害その他の事業活動における多種
多様なリスクを的確に把握・分析し、リスクの顕在化を未然に防
止・抑制する施策の検討と実施を行うほか、クライシス（危機）に
迅速・的確に対応するための体制整備に取り組んでいます。また、
コンプライアンス（法令・企業倫理の遵守）の徹底については、企
業理念の行動指針のトップに「Do it True（誠実・真実）」を位置
づけ、その重要性について役員・従業員に対し、周知徹底を図る
ための様々な取り組みを行っています。

運用体制の整備
　キッツは、社長を委員長とするC&C管理委員会（C&Cはクラ
イシス及びコンプライアンスの略称）を�00�年に設置し、経営リ
スクを未然に防止する施策の検討と実施及び発生した危機への
迅速・的確な対応並びにコンプライアンス経営の推進及び内部通
報等に係る諸問題を解決する取り組みを継続して行っています。

コンプライアンス教育
　キッツグループは、コンプライアンス経営の徹底を図るため、
コンプライアンス経営の重要性、基本方針、コンプライアンス行
動規範、内部通報制度、コンプライアンス教育等について定めた
「キッツグループ　コンプライアンス・プログラム・ガイドブック」
を作成し、グループ全社の役員・従業員に配布しています。
　また、特にリスクが高い重要な法令に関しては、法令ガイドブッ
クを配布するとともに、教育を実施するなどコンプライアンス知
識の浸透及びコンプライアンス意識の高揚を図る次の取り組みを
行っています。

テーマ（開催頻度） 対象者（教育方法）

コンプライアンス・プログラム・ガイド
ブックの配布及び啓蒙研修（配布時）

キッツ及びグループ会社の全役員・
従業員（講義・DVD）

コンプライアンス階層別研修
（年間教育計画による）

新入社員・その他各等級別昇格者・
次期役員候補者（講義）

役員コンプライアンス研修
（1回／年）

キッツの取締役・監査役・執行役員・
幹部従業員（弁護士の講義）

経営セミナー
（複数回／年）

キッツ及びグループ会社の役員・
幹部従業員（外部講師の講義）

その他法令セミナー
（複数回／年）

キッツ及びグループ会社の希望者
（講義）

社内報の記事掲載
（複数回／年）

キッツの全役員・従業員向け
（コンプライアンス記事掲載）　

内部通報・相談窓口の設置
　キッツは、通常の内部統制システムやコンプライアンス体制に
おいてカバーしきれない状況に対応するため、内部通報制度を整
備し、運用しています。この制度は、法令違反行為やキッツグルー
プ・コンプライアンス行動規範に反する行為に関する通報を、グ
ループ各社及び顧問弁護士事務所に設置した窓口「CID（コンプ
ライアンス・インフォメーション・デスク）」が受け付けるものです。
　受け付けた情報は、通報者の秘密を保護しつつ、グループ各社
の社長を委員長とするC&C管理委員会において迅速かつ適切な
措置がとられることになっています。

個人情報の保護
　キッツは、�00�年��月に個人情報保護方針を定め、個人情報
保護への取り組みを開始しました。その成果として、�00�年�
月には、プライバシーマーク（JISQ��00�）の付与認定を受け、
�00�年�月にはその更新認定を受けました。
　また、キッツは個人情報を適切に取得及び管理する体制の強化
を図るため、個人情報保護内部監査を行い、是正改善を実施して
いるほか、従業員の知識及びスキルの向上並びに意識の高揚を図
る次の取り組みを行っています。

テーマ（開催頻度） 対象者（教育方法）

新入社員向け教育（1回／年） 新入社員（講義）

役員及び全従業員向け研修
（1回／年）

役員及び全従業員　
（eラーニング・集合教育）

内部監査員向け教育（1回／年） 個人情報内部監査員（講義・資格認定）

グループ会社向け教育（1回／年）
グループ会社対象（講義）
（一般従業員向け、管理者向け、プライ
バシーマーク取得希望会社向け）

個人情報保護ルールブックの配布
及び教育（改訂の都度）

グループの役員及び全従業員
（部門内教育）

＜経営監督機能＞

＜経営執行機能＞

選任・解任

選
任
・
解
任

戦
略
展
開

直
轄

業
務
の
委
嘱

監査

コンプライアンスの推進

意見具申

選任・監督

統制

報告

審査

監査

監査

部門運営

相談・提言

内部統制評価

選任・解任

株主総会

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
部
門

内
部
統
制
推
進
室

内
部
監
査
室

経営会議

執行役員

事業部門

取締役会

投
融
資
審
査
委
員
会

監査役・監査役会

監査役室

統制監査

C
&
C
管
理
委
員
会

C
I
D

グ
ル
ー
プ
会
社

代表取締役社長

取締役会

社　　長

役員・社員

リスク管理支援の
スタッフ部門

社内・社外CID

C&C管理委員会

報告

報告

リスク情報

内部通報・
相談

指示
審議・方針策定・指示

リスク情報・報告対策・指示

リスク情報・報告
対策・指示

支援・コンサル
ティング

各ライン組織

グループ会社

取締役会

社内・社外CID

グループ各社の
C&C管理委員会
（委員長は社長）

報告

報告

内部通報・
相談

指示
審議・方針策定・指示

支援・コンサルティング

キッツのC&C管理委員会

役員・社員

リスク管理支援の
スタッフ部門

リスク情報

各ライン組織

グループ会社

社　　長

会社の機関と内部統制の関係を示す図

経営リスク管理及びコンプライアンス
会社法に基づく内部統制システムの中心となるリスクマネジメント（危機管理を含む）及びコンプライアンスの推進に取り組んでいます。

責任者のコメント ㈱キッツ 取締役専務執行役員

蓜島　純一郎
　企業は、事業の効率性を高め、業績を向上さ

せるために内部統制を強化させて、経営トップの

意向が組織の隅々まで浸透するようにしなけれ

ばなりません。

　内部統制には、業務の効率性を高め業績の向

上を目指すという攻めの部分と、リスク管理や危

機管理といった守りの部分があります。

　会社法が求める内部統制は、この守りの部分を堅固なものとするシ

ステムの構築と運用であると理解していますが、キッツは攻めの部分

と内部統制システムによる守りの部分のバランスをとりながら、財務状

況や経営の透明性を高め、適切な企業統治とコンプライアンス経営を

強化するとともに、リスクマネジメントを含む内部統制を徹底する活

動や環境保全活動などに積極的に取り組んでまいります。

キッツグループのC&C管理委員会の体制図
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人材を活かした職場づくり
企業価値を生み出すのは従業員であり、そのために人材の育成とやりがいを重視しています。

人材育成制度
人材育成制度の考え方
　キッツには、人材育成に関し、�つの大きなテーマがあります。�
つは個人の能力発揮であり、もう�つは組織として結集された力の
発揮です。多様な社内教育は、このテーマを達成するため、“やる
気・やる腕・やる場” づくりを支援するためのものです。

人材育成体系
　キッツは、職場外教育として、導入教育、階層別教育、特別選抜
教育、職掌･職種別教育のカリキュラムを整え、育成の基本である
自己啓発について、通信教育受講などを支援しています。

能力／経験を活かす表彰制度
　従業員及び部門の業務遂行に対するモラルの高揚並びに企業
活動への参画意識の醸成を図り、それによって人材の育成及び部
門目標を達成することを目的として、従業員の業務貢献を積極的
に評価し、これを表彰するための制度です。

労使協調
　キッツは、労働組合と協力し、人事制度の改革を進めてきまし
た。具体的には、会社と労働組合の代表が人事制度について協議
する組織として「人事制度検討委員会」を設け、評価・育成・処遇
の制度について議論し、新制度を導入してきています。
　また、各事業所においては定期的に労使協議会を開催し、事業
所ごとの就業状況について話し合いを行っています。
　労働組合は会社経営の良きけん制機関であることを認識し、今
後も労使協調を進めていきます。

従業員の安全と健康
労働安全衛生
　キッツは、「新Target�0�0」の重点テーマに「無災害工場の実
現」を掲げ、日々安全活動に取り組み、労働災害発生率（度数率）
は、全国製造業平均以下の水準にあります。しかし、労働災害は
いまだゼロ災害を達成できていません。
　こうした現状を踏まえ、キッツでは、より一層の安全活動に注力
し、以下の�つを重点テーマとしてゼロ災害を推進しています。

人事についての考え方
　キッツは、企業理念にある企業価値の持続的な向上のために従
業員満足を追求することが重要だと考えています。仕事のやりがい
と達成感という従業員の真の満足を実現するために、権限が委譲
され、従業員が自律的に仕事に取り組める環境をつくっています。
また、より大きな課題に果敢にチャレンジできる人材育成に努め、
改革意識と自主性にあふれるプロフェッショナル集団を目指します。

多様な人材と多様な働き方への支援
　キッツは、「次世代育成支援計画」を策定し、仕事と子育ての両
立支援を進めています。�00�年の育児休業休暇の取得者は�名で
した。今後も制度の利用拡大により、子育て支援に取り組んでいき
ます。
　また、�00�年�月に改正された「高年齢者雇用安定法」を受け、
再雇用の基準や、賃金基準の明確化を中心にこれまでの定年者再
雇用制度を改定しました。キッツでは、�00�年度に��名を再雇用
し、高年齢者による技術伝承に取り組んでいます。
　主な取り組みとして、研修センターで開催しているお客様向けバ
ルブ技術研修について、カリキュラム検討・テキスト作成・実習器
材開発を行い、自ら講義・実習を担当しています。研修講師の中に
はキッツの現役従業員もいますが、後輩講師の指導も重要な役目
です。お客様向けだけでなく、キッツグループの従業員を対象とし
た、バルブ技術に関する様々な研修の企画・実施に携わっています。

人権への配慮
　キッツは、障がい者の雇用を積極的に推進しており、�00�年度
の障がい者雇用率は、�.��%でした。各事業所において障がい者
の適性を考慮し、安全に働くことのできる職場を提供していくた
めに、今後も努力していきます。また、長坂工場では階段やトイレ
をバリアフリー構造に改築しました。

人事評価制度
人事制度の基本的な考え方と評価
　キッツは、能力主義を基本とし、さらに成果主義も積極的に取
り入れた人事制度を導入しています。この考え方に基づき、業績
評価、能力評価を実施し、それぞれの評価結果は、従業員一人ひ
とりの能力開発、職務の割り当て及び配置に反映されます。処遇
面では、業績評価は賞与の配分と昇給に反映され、能力評価は昇
格に反映されます。

業務評価における従業員との対話
　評価においては、職場の従業員全員で話し合う機会を設け、組
織目標及び個人目標がどの程度達成できたのかを確かめ、次期の
目標設定にあたっての課題を確認します。
　また、半期ごとに個人面接（相互確認、納得）を行い、上司と部
下でチャレンジシートの評価結果を話し合い、納得した上で、次
期の育成課題を設定しています。

165名

848名

計 1,013名

  平均年齢（歳） 平均勤続（年）
 男 性 43.4 18.1

女 性 37.3 14.3

 計 42.4 17.5

■男性　
■女性

正社員の男女比率（（株）キッツ）（�00�年�月��日現在）

業績評価

目標達成度

取組姿勢
（規律性、責任性、協調性、積極性、改善意欲、創造性、
  部下後輩指導）

発揮能力（業績評価結果）

保有能力
技能・知識及び行動特性
（理解・判断力、創造・企画力、表現・折衝力、指導・育成力）

能力評価

障がい者雇用率（（株）キッツ）

2004 2005 2006 2007 2008
1.80

1.85

1.90

1.95

2.00
（%）

1.90

1.94 1.94 1.941.95

（年度）

労働災害度数率

2006 2007 2008
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.45

1.02
1.09 1.12

0.46

0.93

（年度）

●　(株）キッツ　　●　製造業平均　　

参加者のコメント

　今回のセミナーに参加し、様々な事例を紹介していただき、「うつ」は

身近な心の病気だということを改めて感じました。部下とのコミュニ

ケーションを積極的に行うとともに、気持ちよく仕事ができる環境づく

りを進めたいと思います。

看護師のコメント

　ケガや病気の時の応急手当はもちろん

のこと、皆さんの健康上の悩みについて

相談に乗ったり、毎年実施される健康診

断の結果に基づく保健指導などを行って

います。�00�年より厚生労働省が健康

保険組合に義務付けたメタボリック対策についても、今後積極的に取

り組んでいきます。

　①労働安全衛生法の徹底遵守
　　関連法整備と遵守評価（環境含む）による災害・事故の予防

　②機械設備の本質安全化
　　設備計画・導入時のリスクアセスメントの実施

　③労働安全衛生システムの運用
　　安全衛生統計から災害及び労働疾病リスクの低減対策を検討

健康セミナーの実施
　�00�年度に、（株）キッツ長坂工場では、「職場のメンタルヘル
スケア～管理監督者としての基礎知識～」の講習会を開催しまし
た。外部より臨床心理士・産業カウンセラーの方を招き、従業員
延べ��名が参加しました。
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地域社会の一員として
地域の共存共栄を目指して、地域に根付いた活動に取り組んでいます。

地域交流・貢献
社会貢献活動を積極的に推進
　キッツは�00�年度より、「社会貢献活動」を全社的な活動とし
て積極的に取り組んでいくことにしました。企業理念であるキッ
ツ宣言に込められた「企業価値の持続的な向上を目指し、ゆたか
な社会づくりに貢献する」を実践するため、事業活動であるバル
ブの製造販売を通して社会に貢献するのはもちろんのこと、よき
企業市民として社会や地域の皆様のお役に立ちたいと考えたから
です。
　私達は、今まで以上に地域社会の皆様とのコミュニケーション
を大切にしながら、今、私達に何が求められているのか、社会をゆ
たかにするものは何か、ということを追求し続けていきます。そし
て、従業員一人ひとりが積極的に活動に参画できる企業風土をつ
くり、よき企業市民
として、地域社会と
の共生、環境保全
にかかわるキッツら
しい社会貢献活動
に取り組み、社会の
発展に貢献してい
きます。

組織体制
　社会貢献活動を全社的活動として実践していくために、「社会
貢献推進会議」を発足し、その下部組織として�つの「ワーキング
グループ」を設置しています。

�.  地域振興グループ：
 キッツの本社・工場が所在する地域（千葉県・山梨県・長野県）を
中心に、地域社会の振興を目的とした活動を推進する。
�. 社会・国際貢献グループ：
キッツグループ各社が所在する地域社会の振興を目的とした活動、
または国際的な貢献活動を推進する。
�.  環境保全グループ：
キッツグループの環境保全の取り組みを検討、推進する。
�.  文化振興グループ：
 財団法人北澤美術館の支援を通して、キッツのメセナ活動を推進
する。
�.  企業PRグループ：
社会貢献活動を通しての企業PRについて検討、推進する。

　ワーキンググループでは、グループの重点取り組み活動（テーマ）
を明確に定め、それに沿った社会貢献活動を展開していきます。

第三者保証

キッツは、よき企業市民として、
社会とのコミュニケーションを大切にし、
地域社会との共生と地球環境の保全に積極的に取り組み、
ゆたかな社会づくりに貢献することを宣言します。

キッツは自主的かつ継続的に、キッツらしい社会貢献活動を推進します。

1. 社員が参画する企業風土をつくります
2. 地域社会とのよりよい関係を築きます
3. 人に優しい環境づくりに取り組みます
4. 情報を公開し、説明責任を果たします

社会貢献活動　基本方針

社会貢献活動　行動指針

社会貢献活動　重点活動（取り組み）分野・領域

http://www.kitz.co.jp/environment/soc_community.html

その他の社会貢献活動は 

地域振興（地域貢献）

1 

社会・国際貢献

2

環境保全

3

文化振興

4

1992年より「激走  春の高校伊那駅伝」に協賛
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算定基準
環境パフォーマンス指標 単

位 算定方法

INPUT

総エネルギー
投入量

GJ

事業活動で消費されるエネルギー量（ＧＪ）
Σ[各エネルギー年間使用量×各単位発熱量]×10-3

*出典：平成19年度（2007年度）におけるエネルギー需給実績（確報）　平成21年4月30日　資源エネルギー庁
2006年3月まで 2006年4月から2007年3月まで 2007年4月から2008年3月まで 2008年4月から
電気：3.6MJ / kWh 電気：3.6MJ / kWh 電気：3.6MJ / kWh 電気：3.6MJ / kWh
Ａ重油：39.1MJ / L Ａ重油：39.1MJ / L Ａ重油：40.0MJ / L Ａ重油：40.0MJ / L
灯油：36.7MJ / L 灯油：36.7MJ / L 灯油：36.7MJ / L 灯油：36.7MJ / L
軽油：38.2MJ / L 軽油：37.7MJ / L 軽油：37.9MJ / L 軽油：38.0MJ / L
LPG：50.2MJ / kg LPG：50.8MJ / kg LPG：50.8MJ / kg LPG：50.8MJ / kg
都市ガス：41.1MJ / m3 都市ガス：44.8MJ / m3 都市ガス：44.8MJ / m3 都市ガス：44.8MJ / m3

ガソリン：34.6MJ / L ガソリン：34.6MJ / L ガソリン：34.6MJ / L
GJ キッツ本社ビル（千葉県：幕張新都心）において、空調利用のために地域冷暖房システムから熱源である冷温水を受け入れている量

原材料投入量 トン 製品を製造するために直接使用する原材料の年間使用量（t）
水の使用量 m3 上水及び地下水の年間使用量（m3）

OUTPUT

二 
酸 
化 
炭 
素 
排 
出 
量

事業活動 ト
ン

事業活動で消費されたエネルギーにより排出された二酸化炭素（t）
*地球温暖化対策推進法施行令より　算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧
2006年3月まで 2006年4月から2007年3月まで 2007年4月から2008年3月まで 2008年4月から

電力：
0.378kg-CO2 / kWh

電力： 
東京電力：0.368kg-CO2 / kWh
関西電力：0.358kg-CO2 / kWh
中部電力：0.452kg-CO2 / kWh

電力：
 東京電力：0.339kg-CO2 / kWh
関西電力：0.338kg-CO2 / kWh
中部電力：0.481kg-CO2 / kWh

電力：
 東京電力：0.425kg-CO2 / kWh
関西電力：0.366kg-CO2 / kWh
中部電力：0.470kg-CO2 / kWh
北海道電力：0.517kg-CO2 / kWh
東北電力：0.473kg-CO2 / kWh
北陸電力：0.555kg-CO2 / kWh
中国電力：0.555kg-CO2 / kWh
四国電力：0.392kg-CO2 / kWh
九州電力：0.387kg-CO2 / kWh
沖縄電力：0.555kg-CO2 / kWh

A重油：2.710kg-CO2 / L A重油：2.710kg-CO2 / L A重油：2.772kg-CO2 / L A重油：2.772kg-CO2 / L
灯油：2.492kg-CO2 / L 灯油：2.489kg-CO2 / L 灯油：2.489kg-CO2 / L 灯油：2.489kg-CO2 / L
軽油：2.624kg-CO2 / L 軽油：2.619kg-CO2 / L 軽油：2.599kg-CO2 / L 軽油：2.606kg-CO2 / L

LPG：3.002kg-CO2 / kg LPG：3.000kg-CO2 / kg
（6.225kg-CO2 / m3）

LPG：3.036kg-CO2 / kg　
（6.299kg-CO2 / m3）

LPG：3.036kg-CO2 / kg　
（6.299kg-CO2 / m3）

都市ガス：2.108kg-CO2 / m3 都市ガス：2.079kg-CO2 / m3 都市ガス：2.267kg-CO2 / m3 都市ガス：2.267kg-CO2 / m3

冷・温水：0.067kg-CO2 / MJ 冷・温水：0.057kg-CO2 / MJ 冷・温水：0.057kg-CO2 / MJ 冷・温水：0.057kg-CO2 / MJ
ガソリン：2.322kg-CO2 / L ガソリン：2.322kg-CO2 / L ガソリン：2.322kg-CO2 / L

※1：電気使用量×単位使用量当たりの排出量
※2： （燃料種ごとに）燃料使用量×単位使用量当たりの発熱量×単位発熱量当たりの炭素排出量×44/12
※3：（熱の種類ごとに）熱使用量×単位使用量当たりの排出量
ばいじん量（t）＝ばいじん濃度（g / m3N）×単位時間当たりの乾き排ガス量（m3N / h）×年間稼働時間（h / 年）×10-6

SOx（t）＝硫黄酸化物濃度（ppm）×単位時間当たりの乾き排ガス量（m3N / h）×年間稼働時間（h / 年）×64/22.4×10-9

NOx（t）＝窒素酸化物濃度（ppm）×単位時間当たりの乾き排ガス量（m3N / h）×年間稼働時間（h / 年）×46/22.4×10-9

物流 ト
ン

物流で消費されたエネルギーにより排出された二酸化炭素（t）
[軽油年間使用量×CO2排出係数]×10-3

燃費
10トン車：4km / L、4トン車：5km / L、2トン車：6km / L
出荷重量：年間の出荷量
設定距離：（定期便）実測の距離
　　　　　（路線便）事業所から県庁所在地までの距離
輸送距離：（出荷重量÷最大積載重量）×設定距離
燃料使用量：輸送距離÷燃費
CO2排出係数　軽油（kg-CO2 / L）
2006年1月～2006年12月 2007年1月～2007年12月 2008年1月～2008年12月 2009年1月～
2.624 kg-CO2 / L 2.619 kg-CO2 / L 2.599 kg-CO2 / L 2.606 kg-CO2 / L

化学物質排出量
及び移動量 kg 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR制度）」に基づき届出義務が生じた事業所における指

定化学物質の排出量及び移動量（kg）

廃棄物等排出量 ト
ン

産業廃棄物：事業活動により排出された産業廃棄物量（t）
一般廃棄物：事業活動により排出された一般廃棄物量（t）
有価物：事業活動により排出されたもののうち、売却された資源量（t）
最終処分量：委託した廃棄物量（t）×最終処分率（%）
【最終処分率】
　・ 一般廃棄物：13.9%（環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成18年度実績）について」より引用）
　・産業廃棄物：中間処理業者から回答の得られた値

編集後記
　�00�年に環境報告書を初めて発行し、本書で�回目の発行となります。
　この報告書を手にとってくださる方々がどのような情報を望んでいるのか、また、社内での活用も含め “読んでみたい、分かりや
すい、読みやすい”環境報告書を目指して制作しました。
　今回は「水」をテーマとしたダイアログの開催や、ウェブを活用したサイトデータなど環境報告書の発行を通じてグループ間のコ
ミュニケーションを図りました。
　これからも充実した情報開示を進め、皆様からのご理解を賜ることによって、「信用」及び「信頼」される企業を目指していきたい
と考えています。ぜひ、本書をご覧いただき、皆様からの忌憚のないご意見・ご感想をいただければ幸いです。

�00�年�月　（株）キッツ　環境安全部

札幌 
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新潟 
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さいたま 

千葉 

静岡 大阪 

福岡 広島 岡山 名古屋 

富山 

茅野 

本　　　社 〒261-8577

 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目10番1
 TEL（043）299-0111

工　　　場 長坂工場　山梨県北杜市長坂町
 伊那工場　長野県伊那市

研　修　所 キッツ研修センター
 山梨県北杜市小淵沢町

営 業 拠 点 14拠点

商　　　号 

本　　　社 〒���-����
 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目�0番�
 TEL （0��）���-0���（大代表）

資　本　金 ��,�0�,0��,��0 円

設立年月日 ����年�月��日　

従　業　員 �,0��人

主 な 事 業 バルブ及びその他の流体制御機器及び
 その付属品の製造・販売

事業所

主なグループ会社（2009年3月31日現在）

国内
製造・販売 東洋バルヴ株式会社（長野県茅野市）　
 蘆各種バルブの製造・販売
 株式会社清水合金製作所（滋賀県彦根市）　
 蘆水道用バルブの製造・販売
 株式会社キッツエスシーティー（東京都大田区）
 蘆半導体製造装置用配管部材の製造・販売
 三吉バルブ株式会社（東京都千代田区）　
 蘆建築設備用及び冷凍機用バルブの製造・販売
 株式会社キッツマイクロフィルター（長野県諏訪市）
 蘆ろ過用機器及びその付属品の製造・販売
 株式会社キッツメタルワークス（長野県茅野市）　
 蘆伸銅品及びその加工品の製造・販売

サービス 株式会社キッツエンジニアリングサービス（千葉県習志野市）
 蘆バルブのメンテナンスサービス
 株式会社キッツウェルネス（千葉県千葉市美浜区）
 蘆総合スポーツクラブの経営
 株式会社ホテル紅や（長野県諏訪市）
 蘆ホテル及びレストランの経営
 株式会社諏訪ガラス工房（長野県諏訪市）
 蘆ガラス工芸品の販売

 財団法人北澤美術館（長野県諏訪市）
 蘆ガラス工芸品と現代日本画の展示

海外
製造・販売 KITZ（THAILAND）LTD.
 （Samutprakarn, Thailand）
 蘆青銅・黄銅製バルブ及びバタフライバルブの製造・販売
 台湾北澤股份有限公司
 （台湾高雄市）　
 蘆ステンレス鋼製・鋳鋼製バルブ及び継手の製造・販売
 北澤精密機械（昆山）有限公司
 （中華人民共和国江蘇省昆山市）
 蘆ステンレス鋼製バルブの製造・販売
 北澤閥門（昆山）有限公司
 （中華人民共和国江蘇省昆山市）　
 蘆鋳鋼製バルブの製造・販売
 北澤半導体閥門（昆山）有限公司
 （中華人民共和国江蘇省昆山市）
 蘆半導体製造装置用配管部材の製造・販売
 連雲港北澤精密閥門有限公司
 （中華人民共和国江蘇省連雲港市）
 蘆鋳鋼製バルブの製造・販売
 KITZ CORPORATION OF EUROPE, S.A.
 （Barcelona, Spain）
 蘆鋳鋼製及びステンレス鋼製ボールバルブの製造・販売

仕入・販売 KITZ CORPORATION OF AMERICA
 （Texas, U.S.A.）　
 蘆各種バルブの仕入・販売
 上海開滋国際貿易有限公司
 （中華人民共和国上海市）　
 蘆各種バルブの仕入・販売

連結売上高 連結営業利益 連結経常利益
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